
情報通信技術と自治体の災害対策

平成26年9月26日
ICTを活用した防災技術に関するセミナー

高知県危機管理部
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高知県で想定される災害とは

南海トラフを震源と地震の発生の懸念

○M8.4安政南海地震・安政東海地震から１６０年 M8.0昭和南海地震から６８年
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南海トラフ地震の想定

○発生頻度の高い規模（L１）

⇒マグニチュード８．４（最大震度７）
⇒全壊・焼失 約３．６万棟
⇒死者約１．１万人、負傷者約１．４万人
⇒避難者約１８．５万人

○最大クラスの規模（Ｌ２）
⇒マグニチュード９．０（最大震度７）
⇒全壊・焼失 約１５万棟
⇒死者約４．２万人、負傷者約３．６万人
⇒避難者約４３．８万人

○津波
⇒最も早いところで地震後３分程度で到達

○長期浸水
⇒地盤沈下や堤防の決壊などにより、高知市、須崎市、宿毛市などで発生。
⇒高知市では現状で４４日～６７日の間、水（海水）が引かない状態が続く。
約13万人に影響、病院の半数が長期浸水域に。

高知市の浸水予想区域図（Ｌ２）
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台風・豪雨による災害

○今夏の豪雨（台風12号・11号）では、8/1～8/5までで最大約1200ミリ、
8/7～8/10でも最大1000ミリの雨があった。（仁淀川町鳥形山、香美市香北で2000ミリ超）

○県内すべての市町村に「大雨洪水警報」「土砂災害警戒情報」が発表。
○16市町村で最大49万人に避難勧告または避難指示（8/4)

○このほか高潮災害、河川氾濫（水害）も。

※このほか危機管理事象としては
◆大規模事故 ◆大規模火災（地震によるものを含む）
◆武力攻撃・テロ・ＮＢＣ ◆重大な健康被害（感染症、劇毒物など）
◆重大な家畜伝染病（高病原性鳥ｲﾝﾌﾙ、口蹄疫など）

台風12号の影響による降水（8/1～8/5） 台風11号の影響による降水（8/7～8/10）

（出典：高知地方気象台ホームページ）
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台風･風水害・土砂災害
○過去の高知県での災害

昭和４５年 台風10号 昭和４７年繁藤災害
昭和５０年 台風５号 昭和５１年 台風17号
平成１０年豪雨災害（‘９８豪雨） 平成１３年豪雨災害（西南豪雨） など

○雨の降り方変わってきた。短時間に局所的に発生する集中豪雨が増加。それに備
えた対策が必要。

⇒河川水位のリアルタイム監視、土砂災害の判断情報の収集、伝達
⇒避難勧告・避難指示を行うのは市町村の判断
⇒情報通信技術の一層の活用が求められている。
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国土交通省ホームページから

（１） 1時間降水量50mm以上の降水の発生回数 （２） 1時間降水量100mm以上の降水の発生回数



高知県の災害情報に関するシステムの現状と課題

１ 高知県総合防災情報システム

２ 高知県防災行政無線網

３ その他の情報収集等の手段
衛星携帯電話
VSAT（小型可搬地球局）
衛星インターネット
連絡要員によるモバイル機器（防災用デジタル移動無線、タブレット端末）

ヘリによる映像情報
高所監視カメラ映像情報 〔高知市〕
震度情報ネットワークシステム
水防情報システム
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市町村

ＶＳＡＴ車両
搭載通信局
（アナログ）

高知県庁

中継局

通信衛星

国・他都道府県

デジタル移動系

支部・土木

消防本部

VSAT（デジタル）

中継局

クラウド
（データセンﾀー）

インターネット

映像一斉伝達

要請・報告

音声・FAX

市町村

災害対策支部

気象情報

災害広報

オンライン報告

高知県の防災情報・通信システムの概要

インターネット

インターネット

【防災行政無線(衛星系)】

【防災行政無線(地上系)】

【総合防災情報システム)】

市町村
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VSAT（アナ・デジ）



１ 高知県総合防災情報システム その１
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○ 高知県オリジナルのアプリをクラウドに搭載
○ 大阪ＤＣと県庁間は衛星モデムを使用して二重化



１ 高知県総合防災情報システム その２
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気象注意報（図）
気象注意報詳細

天気予報
台風情報

地震情報

天気図
気象衛星

降水量（短時間予測） 津波情報



１ 高知県総合防災情報システム その３
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配備体制 雨量状況 避難勧告

水防指令 水位状況 避難状況



１ 高知県総合防災情報システム その４
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ぜひご覧ください ⇒こうち防災情報のページ http://kouhou.bousai.pref.kochi.lg.jp/

・津波浸水予想時間図
・津波痕跡図
・津波浸水深変化図
・液状化可能性予測図
・震度分布

・指定河川浸水想定区域図
・土砂災害警戒区域・特別警戒区域
・土砂災害危険箇所
・砂防・地すべり・急傾・法指定区域



２ 防災行政無線網

土木事務所

土木事務所土木事務所

土木事務所

土木事務所

土木事務所

土木事務所

災対支部／
土木事務所

災対支部／
土木事務所

災対支部／
土木事務所

総務省･都道府県

通信衛星

衛星車載局

デジタル移動系

市町村

中継局

災対支部／
土木事務所
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○ 市町村、災対支部、県土木事務所と県庁をすべて
無線で網羅

○ 山上中継局にはデジタル移動系基地局を配置
○ 総務省消防庁など県外機関とは衛星系で通信を確保



３ その他の情報収集手段

〔通信〕 ○衛星携帯電話
⇒危機管理部門のほか保健所、土木事務所にも配備

○VSAT（小型可搬地球局）
⇒県庁に2台配備（Ｈ２６に２台追加予定）

○衛星インターネット
⇒県庁に１台配備（Ｈ２６に８台追加予定）

○連絡要員によるもモバイル機器
タブレット端末 ⇒テレビ会議やデータ転送（地域ごとに１台配備（H26に４台追加予定）

デジタル移動無線 ⇒合計○台。訓練結果等に基づき適正配置をすすめる

〔映像〕 ○ヘリによる映像情報
⇒消防防災へり「おとめ」 ヘリサット搭載

⇒県警ヘリ 「くろしお」
⇒（国土交通省四国地方整備局「あいらんど」）

○高所監視カメラの映像情報〔高知市〕

〔地震〕 ○震度情報ネットワーク
⇒県内55箇所に震度計設置

〔水防〕 ○水防情報システム
⇒主要河川の水位情報、県内各地の雨量計測
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高知県庁の危機管理体制

危機管理部

危機管理・防災課

南海トラフ地震対策課

消防政策課

危機管理、防災訓練、防災情報システム、応急対策

地震対策行動計画、自主防活動の支援

緊急消防援助隊、消防防災ヘリ

南海トラフ地震対策推進地域本部

安芸市（東部地域）、南国市（中央東地域）、いの町（中央西地域）
須崎市（高幡地域）、四万十市（幡多地域）に職員を配置

総合防災拠点、市町村支援

市町村災害対策本部

総合防災拠点

災害対策支部
情報収集⇒支援

被災情報

１ 全庁をあげた災害対応体制を直ちに確立
２ 原則、通常業務は停止
３ ３日目までは人命救助を最優先
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災害医療対策本部

災害発生

応急活動機関受援調整所

消防応援活動調整本部 ライフライン調整所

災害医療対策支部

高知県災害対策本部



拠

拠

拠

SCU

拠

拠

中央

幡多

拠

SCU拠

道路啓開
(高知自動車道、国道32号)

道路啓開
(国道194号)

道路啓開
(国道33号)

道路啓開
(国道197号)

道路啓開
(国道381号)

道路啓開
(国道441号)

高幡

安芸
SCU

【凡 例】

総合防災拠点

その他

SCU

広域拠点

地域拠点

災害対策支部

SCU

災害拠点病院

拠

拠

拠

土佐清水総合公園

土佐清水総合公園

宿毛市総合運動公園

四万十緑林公園

県立春野総合運動公園

高知大学医学部

安芸市総合運動場

県立青少年センター

県立室戸広域公園

支

支

支

支

支

高知県の総合防災拠点（応急救助活動の拠点）

支
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● 広域拠点：多くの機能を備え広域をカバー

● 地域拠点：広域拠点を補完し地域をカバー

①災害対策本部等との連絡
⇒応急救助機関、市町村との情報共有
⇒衛星系通信、非常用電源を整備

②ヘリポート機能
⇒物資・人員の搬入、重症患者の搬送

③応急救助機関のベースキャンプ
⇒部隊･チームの集結場所、宿営場所
⇒各機関の活動を調整

④災害医療活動の支援
⇒ＤＭＡＴ参集拠点、医療資機材の保管など

⑤物資の集積・搬送の拠点
⇒県備蓄物資の保管、燃料（車、ヘリ）備蓄
⇒物資搬入・仕分け・発送機能

拠

拠



災害時にどんな「情報」が自治体に必要か

○どんな「情報」でも必要。だが、情報のないときは大きな被害があるとの
前提で応急活動に着手する（べき）。

○自治体（県や市町村）単独では対応できない。得られた情報を関係機関
に速やかに確実に伝達する必要。

消防、警察、自衛隊、海上保安庁、医療機関（ＤＭＡＴ）、政府、
電気事業者、通信事業者、土木建設事業者、

○住民への災害情報の提供
避難準備・勧告・指示、避難所情報、生活再建情報・・・・

○過去にくらべ情報通信技術の格段の進展が、災害対応を変えている。
リアルタイムでの情報収集（緊急地震速報、水位計測、雨量予測など）
ケータイ・スマホ、メールやＳＮＳによる情報提供や安否確認など
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情報通信技術に期待すること

○ＩＣＴ技術の進展、応用は災害対策にとって生命線の「情報」を扱ううえ
で重要･不可欠

○情報の有無が文字通り生死を分けることにもなりえる

○災害に強く、比較的誰にでも使えることが望ましい

○被災者に身近なツールを活用 ⇒ケータイ・スマホ？

○一方で技術・システムに頼らず（頼れず）情報を直接取りに行く仕組
みも必要

○集まった情報をいかに生かすか
大量の情報をさばき対処をするのは自治体職員
情報があるが故のジレンマも

○災害時の情報システムの進化とそれを扱う自治体職員のスキルアップ
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